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2010，清水・香野 2010，鳥取県教育委員会 2010 など）。
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図１　どの場でも行われる授業




育就学率が 99％に達した 1920 年頃であるが，一方で，肢体不自由児を含め 8
万人以上の就学猶予・免除者がいたとされている。この時の就学猶予・免除者















































































































校は，1956 年に 4 校（東京都，大阪府，愛知県，神戸市）となった。




先天性股関節脱臼 24.97％ 脳性まひ 14.55％
ポリオ（脊髄性小児まひ） 20.13％ 結核性関節疾患 14.22％
疾 患 名
大阪府立養護学校 愛知県立養護学校
1960 年 1970 年 1960 年 1970 年
脳 性 ま ひ 72.2% 84.6% 55.1% 74.2%
ポ リ オ 17.3% 6.3% 28.5% 8.5%
先 天 性 股 関 節 脱 臼 記載なし 記載なし 7.5％ 0.3%
結 核 性 関 節 疾 患 5.5% 1.0% 記載なし 記載なし
そ の 他 5.0% 8.1% 8.9% 17.0%
合 計 100％ 100％ 100％ 100％




る。我が国では 1940 年代頃から全国各地で流行がみられ、1960 年には北海道
を中心に 5,000 名以上の患者が発生する大流行となった。そのため 1961 年に
ポリオ生ワクチンを緊急輸入し、一斉投与したことにより流行は急速に終息し
た。その後，国産のポリオ生ワクチンが認可され、1963 年からは国産ポリオ
生ワクチンの 2 回投与による定期接種が行われて現在に至っている。 （国立感
染症研究所感染症情報センター 2013）。
　また , 先天性股関節脱臼は , 乳幼児健診の普及と早期発見・早期治療による


























　文部省発表の 1970 年度の『我が国の教育水準』によれば , 特殊教育諸学校







　1977 年 1 月から養護学校教育義務制実施を巡って，反対運動が始まった。「日
本脳性マヒ者協会全国青い芝の会総連合会」から永井道雄文部大臣（当時）あ










※  1974 年に田中角栄が「福祉元年」を唱えて福祉予算を増額したものの第 4
次中東戦争によるオイルショックが訪れ，戦後初めてのマイナス成長を記録
する不況の中で「福祉 2 年」を迎えることはなかった。











　医療的ケアの問題が提起されたのは，東京都で 81 名，近畿地区で 96 名の










































































































































































　（2013 年 9 月 10 日最終閲覧）
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